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平成２９年度豊橋市予算編成に際して 

 安倍内閣発足以来、金融政策、財政政策、成長戦略の三本の矢を大胆かつ強力に実施する

ことで長年続いたデフレから脱却を目指して参りました。その上で、第三次安倍内閣発足に

おいては、名目 GDP６００兆円達成、出生率１．８の回復(子育て)、介護離職者ゼロ(社会

保障)の新たな目標が併行して掲げられました。 

 そうした安倍内閣の方向性を踏まえ、国の平成２９年度予算編成に向けた経済財政運営の

基本的方針を示したいわゆる「骨太の方針」において、GDP６００兆円経済への道筋を構

築していくための個別分野毎の方針を示すとともに、政策の効果を検証しつつメリハリのあ

る予算編成を求めるものとなっています。 

 しかしながら、先のアメリカ大統領選挙においてトランプ氏が勝利したことは、TPP 協

定という自由貿易圏構想が成立し、アベノミクスの果実を十分克ち得ていくことを前提にし

た経済財政運営に限りなく不透明感と不安感が漂う事態となっています。ことに自動車など

の輸出製造業を主力とした愛知県の産業界に衝撃が走っています。 

 一方で、国内外環境がいかなる事態に見舞われようとも、超高齢社会と人口急減社会に直

面し、これを乗り切り持続的な発展を遂げるために、地方都市として戦略性をもった確実な

施策の遂行を図っていかなければならないという、後がない今日の地方自治体の実態が顕著

になっています。 

 豊橋市においては、昨年度、「第５次豊橋市総合計画後期計画」及び「豊橋市まち・ひと・

しごと創生総合戦略」等が策定され、本年度からこれら諸事業が本格実施に移されています。

計画策定の途上においては、数次に渡り私ども自由民主党豊橋市議団の要望や意見を文書に

て提出したのに対し、その反映にご努力を頂戴したものと認識しているところであります。 

 また、佐原光一市長においては、つい先日、３選を勝ち得た市長選挙にあって、基本的に

はこれまで積み上げた実績と策定された新たな諸計画の上に市民の皆様への公約がなされ

たものと考えています。 

 さらに、私ども自由民主党豊橋市議団においても、市長選挙を前にして佐原光一市長との

間で「政策推進及び市政運営等」について特段に協議をさせていただいたところであります

が、今後の政策推進において存分に考慮されていくものと確信をいたしているところであり

ます。 

 今日の時代背景と昨年度以来の議論を踏まえ、ここにあらためて２１名の議員で構成する

私ども自由民主党豊橋市議団として意見集約を図り、平成２９年度豊橋市予算編成にあたっ

ての要望書を提出いたします。 

 ３期目を迎えられた佐原光一市長におかれては、私ども自由民主党豊橋市議団の意見と要

望を踏まえられ、十分に予算編成に反映されるよう期待するものであります。 
 

平成２８年１１月２８日 

自由民主党豊橋市議団長 藤原 孝夫 
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重点要望事項 

1．第５次総合計画後期計画の着実な実施に向けた健全な財政運営の確保のため、

行財政改革プラン 2016 をさらに上回る中身を精査・検討し、これを実行推進

していくこと。 
 
2．早急に新たな工業用地を確保する取り組みを推進するとともに、起業、創業を

後押しする施策の充実を図り、AI や IOT(教育施策にも反映する必要性)などの

新潮流にも対応した中小企業振興策の充実を期すること。 
 
3．農業人材育成確保に向けた教育機関の誘致・設置を力強く推し進めるとともに、

農業・工業における豊橋技術科学大学などとの産学連携事業を一層強化した施

策の充実を期すること。 
 
4．バイオマス資源利活用施設建設工事完了と運用開始及び広域処理を前提とした

資源化センター再整備を推進し、これに伴い高率なごみ分別を推進するなどの

取組みによって、豊橋市における廃棄物３R の促進を期すること。 
 
5．保育園等及び放課後児童クラブ利用料の一層の軽減や、給付型奨学金制度の導

入を検討し、その実現推進を図るとともに、保育士・指導員の育成確保策や人

件費補助の充実などの次世代育成施策の充実推進を期すること。 
 
6．高齢者介護施設への歯科衛生士の配置を検討し実現推進を図るとともに、介護

士の育成確保策や人件費補助の充実推進を期すること。 
 
7．豊かな人間性を育み、確かな学力へと高め、健康・体力を増進させていくため

の教育施策の充実推進を図るとともに、高等教育との整合性や全国的傾向を踏

まえて２学期制を総括し、３学期制を復活導入するための検討、協議、推進を

期すること。 
 
8．放射線医療棟が完成し、手術センター棟などの施設建設が図られていくことな

ど、一層の高度専門医療の充実を図られるとともに、これに対応した医師、看

護師などの優秀な医療人材の確保の推進を期すること。 
 
9．主要幹線道路整備推進に向けた国県への要望活動を展開し、これに連なる幹線

市道の整備推進を図るとともに、道路維持予算確保に格別な配慮を期すること。 
 
10．東三河広域連合における地方創生事業の充実推進を図るとともに、東三河８

市町村に有用な権限と財源移譲を期すること。併せて、人口急減社会における

将来の東三河８市町村の一体的発展に向けた自治体のあり方についての検討を

推進していくこと。 

 

 

以下、各常任委員会所管ごとの細目要望事項 
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細目要望事項 

【総務委員会関係】 

Ⅰ．豊橋市公共施設等老朽化対策 

１．公共施設等総合管理計画（建築物・道路・橋梁・上下水道等）の推進 

  ・診断に基づく更新・改修費用等財政負担の平準化 

  ・ＰＰＰの導入の検討 

 

Ⅱ．地方分権進展に対応する東三河広域連合の充実 

１．地域力を発揮するための新たな広域連携事業の早期実現 

 

Ⅲ．地域活動の担い手の育成 

１．地域活動団体の負荷軽減策と支援策の充実 

２．地域活動人材の発掘と育成の仕組みづくりの推進 

３．第 2 次市民協働推進計画の推進 

 

Ⅳ．行財政改革の推進 

１．公契約条例の適正施行の推進 

(公共事業の品質・事業者の適正利潤・労働者の労働環境の確保) 

２．内部統制と業務改善の推進 

３．マイナンバー制度の情報連携開始に伴う適切な個人情報の管理 

４．マイナポータル等の運用開始に伴う行政サービスの利便性向上 

５．情報化計画における、最新技術に対する柔軟な対応及び推進 

６．あいち情報セキュリティクラウドに接続することによるセキュリティ強化対策の充実 

７．女性職員の活躍推進 

８．職員のチャレンジ意欲を高める人事制度や人事評価の実施 

９．公務職場における障害者の雇用の拡大 

１０．生産性や効率性を意識した働き方改革の推進 

１１．収入率向上対策の推進 

 

Ⅴ．文化・交流事業の推進 

１．穂の国とよはし芸術劇場（プラット）を核とした芸術文化の推進 

２．国際交流・国際協力の推進 

３．多文化共生のまちづくりの推進 

 

Ⅵ．防災・消防体制の充実 

１．市における防災・減災体制の強化 

  ・豊橋市地震対策（減災）アクションプランの推進 



6 

 

  ・建物の耐震化と家具等の転倒防止対策の促進 

  ・津波避難対策の推進 

  ・災害時応援協定の拡充（自治体と民間事業者との協定・自治体間の相互応援協定） 

  ・都市型集中豪雨や大型台風対策強化の推進 

２．地域の自主防災活動への支援強化 

  ・地域防災ボランティアコーディネーター組織の充実 

  ・防災リーダーの拡充とレベルアップ 

  ・校区単位の防災訓練の推進 

 

Ⅶ．他都市との連携 

１．三遠南信地域の交流と連携の推進 

 

Ⅷ．その他 

１．シティプロモーションの推進 

  ・ええじゃないか豊橋推進計画の着実な推進   

・首都圏活動センターでのプロモーション活動の検証 

３．安全で安心なまちづくりの推進 

  ・防犯対策の推進 

  ・交通安全対策の推進 

４．補助金全般に関する補助額の見直し検討 

５．校区市民館の未整備地区への設置の検討 

６．「豊橋ほっとメール」の情報領域拡大 

７．男女協働参画行動計画ハーモニープラン 2013-2017 の推進 
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【環境経済委員会関係】 

Ⅰ．豊橋市の活力（経済力）強化 

１．産業戦略プランの推進とフォローアップ 

２．地方創生関連の積極的な活用と取り組み 

３．企業立地用地の更なる確保、整備促進 

４．主体的・計画的な土地利用の推進 

・積極的な企業誘致活動の推進と優遇施策の充実 

・土地利用に関する規制緩和 

５．既存企業への接触を全庁的な体制で取組み、綿密な情報収集、迅速かつ柔軟な対応がで

きる体制づくり 

６．生産年齢人口の減少を補う施策（女性、高齢者、障害者、外国人などの就労促進策）の

推進 

７．豊橋技術科学大学の研究促進のための、規制緩和支援など、多面的な支援促進 

８．首都圏・海外販路のさらなる拡充 

 

Ⅱ．総合的な産業振興の推進 

１．観光都市豊橋の実現 

①観光振興体制の充実 

・東三河広域観光協議会、豊橋観光コンベンション協会の活動への支援 

・観光資源の充実とＰＲ活動の推進 

・産業観光の推進（産業観光ルートの整備） 

・炎の祭典への支援 

・豊橋駅など観光バスの離発着場の整備 

・国内他地域からの観光客誘客 

②海外からの観光客誘致戦略の策定と促進 

・外国人が安心して滞在できる環境整備 

・Ｗｉ－Ｆｉ環境の整備 

・多言語対応の充実 

③スポーツ観光の推進 

２．サイエンス・クリエイトの利活用促進 

・産学官連携による新事業創出の促進 

・ものづくりの人材育成事業の充実 

３．創業者・後継者の育成策の推進 

４．若者の就業促進に向けた取り組みの充実 

５．三遠南信観光ネットワークの推進 

６．企業活動における再生可能エネルギーの導入・活用の拡大、省エネルギーの推進 

７．競輪事業の強化充実 

・収益向上の推進 
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・競輪場を使ったイベントの充実 

・競輪場施設整備の推進 

 

Ⅲ．三河港の総合的な事業の促進 

１．三河港振興策の充実（ポートセールス、ポートインフォメーション、インセンティブの

活用など） 

２．三河港港湾機能の強化充実（ソフト・ハード） 

３．巨大地震や風水害等に備えた防災・減災対策の推進 

 

Ⅳ．農業振興の強化 

１．６次産業の推進 

２．土地改良事業等の積極的かつ柔軟な対応による農業生産基盤の整備推進 

３．次世代施設園芸愛知拠点で得られる実証成果の地域への普及の取り組み 

４．イノベーティブ・グリーンハウス（植物工場）の事業成果の地域への還元 

５．エコビレッジ構想の再検討 

６．農工商連携・産学官連携、食農産業クラスターの推進 

７．農産物販売の更なる促進と更なるブランド化の推進 

８．豊橋産農産物の輸出の推進 

９．新規就農を始め農業支援機能の充実 

１０．耕作放棄地の解消・有効利用の促進 

１１．農作物鳥獣被害防止対策の充実 

１２．家畜伝染病防疫対策の強化 

１３．家畜飼料（ＷＣＳ）自給飼料生産拡大の促進 

１４．農業環境対策の推進 

・先端農業技術導入支援 

・長期展張フィルム導入促進 

・環境と安全に配慮した農業の推進 

１５．食農教育の推進 

１６．農業委員の処遇改善 

 

Ⅴ．総合的な廃棄物対策の推進 

１．豊橋田原ごみ処理広域化計画と資源化センター施設更新 

２．地域資源回収策の推進（ステーション回収など） 

３．ごみステーションの適正管理 

４．５３０運動の積極推進 

５．家庭ごみの有料化への検討 

６．効率的なごみ収集業務の推進 

７．資源物の持ち去り防止対策の強化 

８．不法投棄防止対策の推進 
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Ⅵ．産業廃棄物対策の推進 

１．廃棄物適正処理の推進と処理業者に対する指導・監視体制の充実 

２．優良産業廃棄物処理企業の育成強化 

 

Ⅶ．地球温暖化対策への取組み 

１．CO2 排出削減施策の推進 

・「ストップ・ザ・温暖化プラン」の取り組み推進 

・再生可能エネルギーの導入拡大と利用促進 

 

Ⅷ．自然環境保全対策の推進 

１．森林資源の有効活用と間伐材の利用促進 

２．外来生物対策の強化 

３．有害鳥獣対策の強化 

４．大気環境汚染防止対策のための監視体制の強化 

５．汐川干潟の環境保全の充実 
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【福祉教育委員会関係】 

Ⅰ．学校教育について 

１．ＩＣＴを活用した教育の推進 

２．安全教育の充実 

３．くすのき特別支援学校高等部への柔軟な受け入れ態勢の確立。 

４．特別支援教育（インクルーシブ教育）の推進 

５．食育・食農教育の推進 

６．安心安全な学校給食の推進 

７．規模に応じた私学助成金の充実と公私格差の是正 

８．豊橋まつりにおける造形パラダイスの全学年出品の検討 

９．グローバル社会へはばたく子供の育成及び体験活動等（ｲﾝｸﾞﾘｯｼｭｷｬﾝﾌﾟ）の充実 

１０．個に応じた教育の推進 

  ・小１対応、発達障害支援などの人的支援の充実 

１１．平和教育の推進 

１２．文化・芸術の本物体験の推進 

１３．確かな学力を身につける教科担任制の本格導入 

１４．幼保小中連携教育の推進 

１５．教員の多忙化対策 

  ・学校現場への人的支援の充実 

  ・教員の負荷の平等化に向けた新たな体制の確立 

１６．若手教員の資質向上の推進 

１７．生き方教育（キャリア教育）の推進 

１８．環境・自然科学教育の推進 

１９．職業体験の推進 

２０．外国人児童生徒教育の一層の推進 

２１．外部委託も視野にいれたいじめ・不登校対策への取り組みと指導・相談体制の強化 

２２．開かれた学校づくりの一層の推進 

２３．子供の読書活動の推進 

２４．ユネスコスクール活動支援の充実 

２５．児童・生徒の個人情報の流出根絶 

 

Ⅱ．教育についての中長期要望事項 

１．武道場を備えた体育館（第 2 アリーナ）の新設 

２．地下資源館・視聴覚教育センターのソフト事業の充実 

３．地域スポーツ広場の整備事業の推進 

４．総合スポーツ公園整備事業の推進 

 

Ⅲ．教育におけるその他の諸課題について 
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１．学校周辺の交通安全対策 

２．障害者の相談支援体制の充実 

３．土曜日の教育活動事業の推進 

４．困難を抱える子供・若者への包括的な支援の推進 

５．スポーツ少年団活動時における小中学生の学校体育館施設利用料の見直し 

６．スポーツ施設整備事業の推進（総合体育館の整備等） 

７．地域に根差した教育（歴史・文化・産業・環境）の推進 

８．安全で安心な施設整備の推進と危機管理体制の確立 

９．地域教育ボランティア事業の推進 

１０．生活習慣病の知識教育 

１１．自然体験活動の充実と支援 

１２．学校給食における残食率の低減 

１３．生涯スポーツ・レクリエーション事業の推進 

  ・総合地域スポーツクラブの設立支援 

１６．スポーツ指導者育成強化施策の充実 

１７．文化財保護事業の推進 

 

Ⅳ．一人暮らし世帯の増加への対応 

１．三世代同居、近居策の推進 

２．独居高齢者の健康増進策（コミュニティカフェの普及促進、高齢者の働く場の拡充など）

の推進 

３．高齢者介護施設の増加と介護職従事者の育成推進 

 

Ⅴ．東三河地方拠点病院としての機能充実と整備と経営健全化の推進 

１．市民病院経営改革プランの着実な推進  

２．がん治療と緩和ケアの地域連携体制の充実 

３．精神・神経病医療体制の充実 

４．地域医療機関との連携強化（紹介率・逆紹介率の向上）推進 

５．災害拠点病院としての役割を果たすための防災対策の充実 

６．医療の充実したまちづくりの推進 

７．病院総合システム（電子カルテシステム）のさらなる充実と有効活用の推進 

 

Ⅵ．子育て支援の推進 

１．妊娠・出産・子育てにわたる切れ目のない支援の充実 

２．子供の貧困問題に対する対応の促進 

３．認定こども園の教員研修拡充に対する支援 

４．保育園の特別保育事業への助成の拡大と指定園の拡大 

５．放課後の総合的な児童（障害児含む）対策の充実 

６．病児・病後児保育の充実（実施施設の追加） 
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７．児童虐待防止のための相談体制の充実 

８．外部委託の検討も含む「子供・若者総合相談窓口」の更なる充実・強化 

９．老朽化した園舎・施設等の整備計画の策定及び整備の推進（新築・大規模改修） 

１０．地域療育の拠点施設となるこども発達センター機能の充実 

 

Ⅶ．健康増進策の強化 

１．成人病対策の強化 

２．予防接種全般に対する（後遺症も含む）相談窓口の設置 

３．新型インフルエンザ等対策の安心できる危機管理体制の推進 

４．健幸なまちづくりの推進 

 

Ⅷ．高齢者・障害者福祉施策の充実 

１．高齢者の健康増進、生き甲斐づくり（就労支援）の推進のため横断的かつ具体的なアク

ションプランの策定（健康部、福祉部、及び関係団体間の連携強化） 

２．障害者の委託相談支援事業所を活用した相談支援体制の充実 

３．介護サービス事業者職員の人材育成と就労支援 

４．障害者自立支援施策の推進（障害者差別解消法の周知、障害者週間イベントの充実） 

５．医療と介護の連携による高齢者・在宅支援推進（医療と介護の間での迅速な情報共有の

仕組みづくり） 

６．総合老人ホーム養護棟のバリアフリー化を含む大規模改修 

７．精神障害者医療費の全診療科目における負担軽減 

８．Ｈ３０年度開始される国保の都道府県移行に対する政策の検討 

 

Ⅸ．災害時の医療、救護体制の推進 

１．透析患者の支援体制の確立 

２．医療救護活動計画の整備 

３．保健所、保健センター（臨時救護基幹センター）としての拠点施設整備 

 

Ⅹ．その他の諸課題 

１．地域包括ケア体制の整備 

２．成年後見支援事業の充実 

３．口腔歯科保健事業の推進 

４．子宮頸がんワクチン被害者の追跡調査・医療費助成の実施． 
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【建設消防委員会関係】 

Ⅰ．道路整備の推進 

１．橋梁等道路構造物及び道路付属物の老朽化対策の推進 

２．都市計画道路の整備推進 

３．生活道路の整備と安全対策（通学路等）事業の推進 

 

Ⅱ．河川整備の推進 

１．河川・水路整備と維持補修の充実 

２．大雨浸水対策事業の継続 

 

Ⅲ．中心市街地について 

１．老朽化した駅前街区の再開発の検討 

２．公共出先機関の誘致 

３．豊橋駅西口の再開発の検討や活性化の促進 

 

Ⅳ．市街地整備について 

１．公共交通結節点等の集約型まちづくりの整備推進 

２．土地区画整理事業の推進 

３．まちづくり景観事業の推進 

  ・二川宿周辺及び中心市街地の無電柱化 

 

Ⅴ．空き家対策について 

１．空き家対策の推進 

・空き家バンクの継続 

・空き家改修費補助金の継続 

・空き家解体費補助金の継続 

・空き家適正管理の助言（指導）充実 

 

Ⅵ．公共交通について 

１．公共交通利用者増加への取り組み 

  ・パーク＆ライド施設の整備推進 

２．路面電車活性化事業の推進 

  ・停留場のバリアフリー化 

  ・軌道敷改良の推進 

  ・軌道緑化の推進 

３．地域バスタクシーの推進と既存路線バス運行維持の充実 

４．自転車活用推進計画の推進 

  ・サイクル＆ライドの推進 
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  ・駐輪環境の向上 

 

Ⅶ．公園整備について 

１．豊橋公園整備事業の推進 

２．総合スポーツ公園の諸整備の推進 

３．岩田運動公園の駐車場立体化 

４．街路樹の適切な管理・整備費の充実 

 

Ⅷ．総合動植物公園について 

１．「のんほいパーク 100 万人プロジェクト」の推進 

  ・様々な需要に合わせた順路（コース）の設定 

  ・動物へのエサやりサービスの充実 

  ・見せ方やエサやり等、工夫された獣舎の導入 

  ・未利用スペースの有効活用 

２．観光客誘致の推進 

３．テレビ、映画等のロケ地協力体制の更なる充実 

４．マスメディアとの連携による発信強化 

 

Ⅸ．防災・消防体制の強化について 

１．消防力強化に向けた人員、施設、車両、資機材の充実 

２．耐震性防火水槽の設置等震災対策の推進 

３．救命率向上に向けた救急高度化事業の推進 

４．応急手当て（ＡＥＤの活用等）普及啓発事業の推進 

５．消防団組織等の整備促進と災害対応力の強化 

 

Ⅹ．上下水道について 

１．上下水道事業の健全経営と合理化対策の推進 

２．地域下水道の整備推進と経営基盤の強化 

３．水源確保と第７期配水管整備事業及び第２期水道施設整備事業の推進 

４．公共下水道第９次拡張事業の推進 

５．公共下水道第１次再整備事業の推進 

６．合流式下水道改善事業の推進 
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国・県への要望事項 

Ⅰ．重要道路の建設整備促進 

１．幹線道路の建設整備推進 

・豊橋環状（外郭）線の早期実現 

・国道 259 号線植田バイパスの 4 車線化への整備推進 

・豊橋・豊橋東バイパスの防音対策の強化 

・浜松三ヶ日・豊橋道路の早期実現 

・名豊道路の早期開通と 4 車線化の建設整備推進 

・東三河環状線の整備建設推進 

・国道 151 号の主要交差点の立体化 

・臨港道路東三河臨海線の整備建設推進 

・都市計画道路の建設整備推進のための国県補助・助成枠の拡充 

・新規道路及び既設道路延伸に向けた建設整備推進 

・生活道路の建設整備推進に向けた国県・助成枠の拡充 

・舗装・維持改良事業の推進 

・緊急輸送道路の液状化対策の推進 

・交通安全施設整備・維持・改良事業の推進 

・東名高速道路の石巻地区スマートインターの検討 

 

Ⅱ．三河港の整備・利用促進 

１．岸壁及びふ頭用地等の整備推進 

・手狭となったモータープールの拡充 

・神野西ふ頭７号岸壁（－１２ｍ耐震強化岸壁）の早期完成 

・神野西地区ふ頭用地の早期完成 

・神野西ふ頭８号岸壁第２バースの早期実現 

・神野北防波堤の早期整備 

２．地震・津波対策の強化 

・三河港海岸高潮堤防の液状化対策の早期整備 

３．三河港の利用推進 

・三河港の利用促進策の積極的な展開（ポートセールス・使用料減免など） 

 

Ⅲ．自衛隊高山射撃場移転を含めた土地利活用の検討 

 

Ⅳ．子宮頸がんワクチン被害者の追跡調査・医療費助成の実施 

 

Ⅴ．地方分権進展に対応する東三河広域連合の充実 

・東三河広域連合に交付されるよう地方創生交付金の制度改正 

・国・県からの権限移譲の積極的拡大 
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Ⅵ．設楽ダム建設推進と生活再建関連予算の確保 

 

Ⅶ． 河川の整備促進 

１．河川の土砂浚渫等、適正管理による洪水対策の早期実施 

２．梅田川河川整備計画の早期策定 

３．柳生川・河川整備の推進 

４．豊川の改修・霞対策の推進 

 

Ⅷ．農業分野における農地制度の規制緩和 

 

 

以上、要望いたします。 
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